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〔
省

令
〕

〇
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震

に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
応
す
る
た

め
の
電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
の
特
例

に
関
す
る
省
令
を
廃
止
す
る
等
の
省
令

（
厚
生
労
働
一
四
七
）

J

〔
告

示
〕

〇
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震

に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
応
す
る
た

め
の
電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
の
特
例

に
関
す
る
省
令
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労

働
大
臣
が
定
め
る
場
合
を
廃
止
す
る
件

（
厚
生
労
働
四
五
三
）

K

〇
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震

の
特
に
や
む
を
得
な
い
緊
急
の
場
合
に
係

る
実
用
発
電
用
原
子
炉
の
設
置
、
運
転
等

に
関
す
る
規
則
の
規
定
に
基
づ
く
線
量
限

度
等
を
定
め
る
告
示
を
廃
止
す
る
告
示

（
経
済
産
業
二
三
五
）

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
四
十
七
号

労
働
安
全
衛
生
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第
五
十
七
号
）
を
実
施
す
る
た
め
、
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖

地
震
に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
応
す
る
た
め
の
電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
の
特
例
に
関
す
る
省
令
を
廃
止
す
る

等
の
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
十
六
日

厚
生
労
働
大
臣

小
宮
山
洋
子

平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
応
す
る
た
め
の
電
離
放
射
線
障
害
防

止
規
則
の
特
例
に
関
す
る
省
令
を
廃
止
す
る
等
の
省
令

（
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
応
す
る
た
め
の
電
離
放
射
線
障
害
防
止

規
則
の
特
例
に
関
す
る
省
令
の
廃
止
）

第
一
条

平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
応
す
る
た
め
の
電
離
放
射
線
障
害

防
止
規
則
の
特
例
に
関
す
る
省
令
（
平
成
二
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第
二
十
三
号
）
は
、
廃
止
す
る
。

（
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
応
す
る
た
め
の
電
離
放
射
線
障
害
防
止

規
則
の
特
例
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
応
す
る
た
め
の
電
離
放
射
線
障
害

防
止
規
則
の
特
例
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
三
十
三
号
）
附

則
第
二
項
を
削
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対

応
す
る
た
め
の
電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
の
特
例
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
附
則
第
二
項
の
緊
急

作
業
に
従
事
す
る
放
射
線
業
務
従
事
者
で
あ
っ
て
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
に
お
い
て
当
該
緊
急
作
業
に
従
事
す
る

間
に
受
け
た
実
効
線
量
が
百
ミ
リ
シ
ー
ベ
ル
ト
を
超
え
る
も
の
の
う
ち
、
当
該
緊
急
作
業
に
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い

高
度
の
専
門
的
な
知
識
及
び
経
験
を
有
す
る
も
の
で
、後
任
者
を
容
易
に
得
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、

平
成
二
十
四
年
四
月
三
十
日
ま
で
の
間
は
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖

地
震
に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
応
す
る
た
め
の
電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
の
特
例
に
関
す
る
省
令（
以
下「
旧

特
例
省
令
」
と
い
う
。）の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、旧
特
例
省
令
の
規
定
中「
特

に
や
む
を
得
な
い
緊
急
の
場
合
で
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
場
合
」
と
あ
る
の
は
「
特
に
や
む
を
得
な
い
緊
急
の
場

合
で
あ
っ
て
、
東
京
電
力
株
式
会
社
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
に
属
す
る
原
子
炉
施
設
（
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物

質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六
号
）
第
二
十
三
条
第
二
項
第
五
号
に
規

定
す
る
原
子
炉
施
設
を
い
う
。）並
び
に
蒸
気
タ
ー
ビ
ン
及
び
そ
の
附
属
設
備
又
は
そ
の
周
辺
の
区
域
で
あ
っ
て
、
そ

の
線
量
が
一
時
間
に
つ
き
〇
・
一
ミ
リ
シ
ー
ベ
ル
ト
を
超
え
る
お
そ
れ
の
あ
る
場
所
に
お
い
て
、
原
子
炉
施
設
若
し

く
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
を
冷
却
す
る
設
備
の
機
能
を
維
持
す
る
た
め
の
作
業
を
行
う
と
き
又
は
原
子
炉
施
設
の
故

障
、
損
壊
等
に
よ
り
、
多
量
の
放
射
性
物
質
の
放
出
の
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
、
こ
れ
を
抑
制
若
し
く
は
防
止
す
る

た
め
の
機
能
を
維
持
す
る
た
め
の
作
業
を
行
う
と
き
」
と
す
る
。
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